
 

 

 

 

 

 

 

年金記録訂正請求に係る答申について 
北海道地方年金記録訂正審議会 

令和６年５月 30日答申分 

 

 

  ○答申の概要  

     年金記録の訂正を必要としたもの        ２件 

 厚生年金保険関係          ２件 

     年金記録の訂正を不要としたもの        １件  

 厚生年金保険関係          １件 

 

     

 

 

  



 

厚生局受付番号 ： 北海道（受）第 2300145号 

厚生局事案番号 ： 北海道（厚）第 2400003号 

 

第１ 結論 

   請求者のＡ事業所（現在は、Ｂ事業所）における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日を昭和

63 年３月 31 日から同年４月１日に訂正し、昭和 63 年３月の標準報酬月額を 20 万円とすることが

必要である。 

   昭和 63 年３月 31 日から同年４月１日までの期間については、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定により、保険給付の計算の基礎とならない被保険者期間として記録することが必要である。 

 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

  氏 名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

  住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 昭和 63年３月 31日から同年４月１日まで 

   私は、昭和 60 年３月 22 日にＡ事業所に採用され、継続して平成３年３月 31 日までＣ職として

勤務していた。昭和 60年４月１日に賃金職員として厚生年金保険に加入し、昭和 63年４月１日に

は正規職員となり、Ｄ共済組合に加入したが、年金記録によると、継続して同じ事業所に勤務して

いたのに厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日が昭和 63年３月 31日となっているので、同被保

険者資格喪失日を昭和 63年４月１日に訂正してほしい。 

 

 

第３ 判断の理由 

   Ｂ事業所から提出された請求者に係る人事記録、同事業所が交付した在職証明書、請求者から提

出された請求期間及びその前後の期間に係る給与支給明細書により、請求者は、昭和 63 年３月 31

日までＡ事業所の賃金職員として継続して在籍し、厚生年金保険の被保険者資格要件を満たしてい

たものと認められる。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」

という。）に基づき、記録の訂正及び保険給付が行われるのは、請求者が請求期間において、厚生年

金保険の被保険者資格要件を満たしていたことに加え、被保険者として負担すべき厚生年金保険料

を給与から控除されていたと認められることが要件とされている。 

また、Ｂ事業所は、請求期間当時の給与の支払及び社会保険料の控除方法について、「賃金職員

は、翌月支払・翌月控除」、「正規職員は、当月支払・当月控除」であると回答しているところ、請

求者から提出された賃金職員に係る昭和 63年４月分給与支給明細書（職員番号＊）において、昭和

63 年３月分の厚生年金保険料は控除されておらず、正規職員に係る昭和 63 年４月分給与支給明細

書（職員番号＊）において控除されているのは、昭和 63年４月分の共済長期掛金であることが確認

できる。 

さらに、請求者から提出された昭和 63 年分給与所得の源泉徴収票について検証したところ、請

求期間及びその前後の期間に係る給与支給明細書と符合し、請求期間に係る昭和 63 年３月分の厚

生年金保険料は控除されていないことが推認できる。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周



 

辺事情は見当たらないことから、請求期間について、厚生年金特例法に基づく記録の訂正を認める

ことはできない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年金保険

の被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことは

認められないものの、請求者が請求期間に継続してＡ事業所に在籍していたことが認められること

から、請求者の当該事業所における厚生年金保険被保険者資格の喪失年月日を昭和 63 年４月１日

に訂正し、昭和 63 年３月の標準報酬月額については、請求者から提出された請求期間及びその前

後の期間に係る給与支給明細書から 20万円とすることが妥当である。 

なお、請求期間については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、保険給付の計算の基礎

とならない被保険者期間として記録することが必要である。 

  



 

厚生局受付番号 ： 北海道（受）第 2300217号 

厚生局事案番号 ： 北海道（厚）第 2400004号 

 

第１ 結論 

   請求者のＡ社における平成 22年 12月 25日の標準賞与額を 22万円、平成 28年２月 29日の標準

賞与額を 20万円に訂正することが必要である。 

平成 22 年 12 月 25 日及び平成 28 年２月 29 日の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給

付及び保険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎とな

る標準賞与額として記録することが必要である。 

   事業主は、請求者に係る平成 22 年 12 月 25 日及び平成 28 年２月 29 日の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

  氏 名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

  住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： ① 平成 22年 12月 25日 

                        ② 平成 28年２月 29日 

Ａ社から支給された請求期間①及び②の賞与について、厚生年金保険の記録では保険給付の対象

とならない記録（厚生年金保険法第 75条本文該当）となっているので、保険給付の対象となる記録

に訂正してほしい。 

 

 

第３ 判断の理由 

 Ａ社から提出された請求者に係る支給控除一覧表によると、請求者は、同社から平成 22年 12月

25日に 22万円、平成 28年２月 29日に 20万円の賞与の支払を受け、各賞与から、平成 22年 12月

25日は 22万円、平成 28年２月 29日は 20万円の標準賞与額に見合う厚生年金保険料を控除されて

いたことが確認できる。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、オン

ライン記録によると、平成 22 年 12 月 25 日及び平成 28 年２月 29 日に係る標準賞与額は、いずれ

も厚生年金保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に厚生年金保険法第 75 条本文に該当す

る記録として処理されている上、事業主は、請求期間①及び②に支給した賞与に係る厚生年金保険

料を納付していないことを認めていることから、年金事務所は、請求期間①及び②に係る厚生年金

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

  



 

厚生局受付番号 ： 北海道（受）第 2300261号 

厚生局事案番号 ： 北海道（厚）第 2400005号 

 

第１ 結論 

   請求期間について、請求者のＡ社Ｂ事業所における共済組合員としての取得年月日の訂正を認め

ることはできない。 

請求期間について、請求者のＢ事業所における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失

年月日の訂正を認めることはできない。 

 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

  氏 名 ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

  住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

   請 求 期 間 ： 昭和 33年９月１日から昭和 34年６月１日まで 

   請求期間について、Ａ社Ｂ事業所Ｃ部署にＤ職及びＥ職として勤務し、Ｆ作業やその他の雑務に

従事したが、年金記録では、職員に採用された昭和 34 年６月１日からＡ社共済組合の組合員とな

っており、請求期間における公的年金制度の加入記録がないので、記録を訂正してほしい。 

 

 

第３ 判断の理由 

   請求者は、自身が所持する人事記録（履歴書及び履歴カード）により、Ａ社Ｂ事業所Ｃ部署にお

いて、請求期間のうち、昭和 33 年９月１日から昭和 34 年３月 31 日までの期間はＤ職として、昭

和 34 年４月１日から同年５月 31 日までの期間はＥ職として、それぞれ勤務し、昭和 34 年６月１

日に職員に採用されたことが確認できる。 

しかしながら、Ｇ共済組合法（昭和＊年＊月＊日法律第＊号）第＊条第＊項において、「役員及び

職員（臨時に使用される者を除く。以下同じ。）（以下「役職員」という。）は、すべて組合員とする。」

と規定されているところ、Ｈ共済組合（昭和＊年＊月まではＨ’共済組合）は、Ｄ職及びＥ職は同

規定の臨時に使用される者に該当し、組合員から除外されていることから、請求者は、請求期間に

おいて共済組合員となることができなかったと回答している。 

また、請求者が所持するＨ共済組合Ｉ職から交付された「退職共済年金に関する通知書」（平成７

年 11 月１日付）において、共済組合の加入年月日は、請求者が職員に採用された日と同日の昭和

34年６月１日と記載されていることが確認できる。 

一方、Ａ社に勤務するＤ職及びＥ職に対する厚生年金保険の適用については、Ｊ規程（昭和＊年

＊月＊日通達第＊号）により、請求期間後の昭和 38年 10月１日から厚生年金保険の適用を開始し

たことが確認できる上、適用事業所名簿及びオンライン記録によると、Ｂ事業所は、当該規程と符

合する昭和 38年 10月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、請求期間当時は同保険の適

用事業所でなかったことが確認できる。 

また、請求者がＡ社Ｂ事業所のＫ部署における採用前新人研修の同期修了者であったとして名前

を挙げた者は、オンライン記録によると、請求者と同様、昭和 34年６月１日にＨ’共済組合の組合

員となっており、同日より前に公的年金制度の加入記録はない。 

さらに、厚生年金保険の被保険者が同時に加入する医療保険制度は健康保険（政府管掌健康保険



 

又は健康保険組合）であるところ、請求者が所持する日雇労働者健康保険被保険者手帳によると、

請求期間の各月において、22 枚から 25 枚の日雇労働者健康保険印紙が貼付されていたことが確認

でき、請求者は請求期間において、厚生年金保険及び健康保険の被保険者ではなく、日雇労働者健

康保険（当時）の被保険者として、勤務した日ごとに保険料を負担していたことが認められる。 

このほか、請求者の請求期間に係る共済組合員の資格及び厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が請求期間にお

いて共済組合員であったと認めることはできず、また、請求者が厚生年金保険の被保険者として、

請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 

 


